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研究成果の概要（和文）：本研究では、生活科学的視点に立った総合的な「防災・安全・安心

」の確立に向けた新しい提案を行うことを目的とした。具体的には、研究組織の基盤である大阪

市立大学大学院生活科学研究科の食品栄養科学・居住環境学・人間福祉学の３分野が共同して、

「健康・環境・福祉」の立場からそれぞれの研究成果をつなぎ・発展させる形で日常生活におけ

る安心感測定尺度の作成を行った。 

 

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to propose new issue of “disaster 

prevention, safety and security” from viewpoint of Science of Living. In this study, we 

organized faculty members of Food and Nutrition, Housing of Living and Human Welfare 

into the special group to investigate total concept of safety in Living environment. At the 

result of this investigation, a measurement gauge of relief was made up. 
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１．研究開始当初の背景 

近年の社会問題としては、高齢化に加えて

少子化および子どもや高齢者など弱者に係

わる犯罪や災害時の安全などがクローズア

ップされてきている。すなわち、自然災害に

ついてあげれば、1995年の兵庫県南部地震に

始まり、2004年の豊岡、福井、新潟などにお

いて相次いだ水害や新潟県中越地震では高

齢者が多く犠牲になった。また、子ども、高

齢者だけでなく一人暮らしの女性が犯罪に

巻き込まれる事件も少なくなく、現代社会に

おける不安を増大させている。 
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このような災害や事故に対する対策とし

ては、地震についていえば従来は建物の耐震

構造化などに代表される工学的な防災対策

（ハードな対策）が基本的には重要であると

考えられてきたが、一方では限界があること

が認識されるようになってきた。すなわち、

工学的手法による対策には前提とする条件

や基準があり、自然現象である地震力（つま

りハザード）がその設定を上回れば防ぎよう

がないということである。ハードな対策の不

十分性を補うのがソフトな対策である。 

ソフト対策の根幹をなすものは人と人の

つながりに代表されるコミュニティの力で

あることは多くの人が、兵庫県南部地震の経

験によって思い知らされた。したがってその

後、社会学的な観点からの「減災」対策に関

する研究が多く行われてきた。一方、大阪市

立大学の生活科学研究科では、「健康・環境・

福祉」のキーワードに係わり、食品栄養科

学・居住環境・人間福祉の３分野が独立して

それぞれに、また長寿・高齢者問題について

は共同して研究を進めてきたが、研究の共通

のターゲットの一つは「人間」であり、本研

究課題で目標としている総合的な「人」の防

災・安全・安心に関わる研究の基礎が十分に

形成されている。 

 以上により、これまでの人間あるいは生活

の質(QOL)に関する研究成果に基づき、新し

い視点から生活科学分野における安全・安心

に関する総合的研究を志向することとした。 

なお、本研究開始後の 2011 年 3 月に発生

した東日本大震災においても、上述した問題

が改めて顕在化したことを追記したい。 

 

２．研究の目的 

(1)健康：「QOL プロモーター育成事業を介し

た食の安全住民ネットワーク構築」 

・地域住民が食の安心安全を確保するための

地域情報ネットワークモデルを構築する。 

(2)健康：「高齢者の食の安心を図るための食

事サービスシステムの構築」 

・高齢者に適した平常時から災害時へとつな

がる食事サービスシステムを提案する。 

(3)環境：「屋外空間における認知症高齢者の

事故実態とその予防」 

・アンケート及び行動観察調査から屋外環境

の危険箇所把握し、空間整備の原則を導く。 

(4)環境：「情報通信技術(ICT)の有効利用に

よる防災と安全・安心な住まいの構築」 

・ICT 利用における有効な情報コンテンツ及

びそれに関連する緊急時の対応行動の指針

を導く。 

(5)福祉：「幼老統合ケアの観点を活かした、

地域における「子どもの防犯モデル」構築」 

・子どもと高齢者の相互交流などを通して新

しい「子どもの防犯モデル」を追究する。 

(6)福祉：「地域福祉における住民の主体的参

加促進とネットワーク形成のための検討」 

・「安心・安全マップ」の作成などを通して、

小地域単位のプロジェクトの可能性を検証

する。 

(7)福祉：「「日常生活安心感」尺度の開発及

びその規定要因に関する検討」 

・安心感への健康・環境・福祉の各分野共通

の尺度の提案と同尺度を用いた効果測定検

証を行う。 

(8)全体：地域特性に応じた防災・安全対策

のあり方及び安全性に関する総合指標作成 

・日常から非日常へとつながる生活安全性評

価手法（指標）を明らかにする。 

 
３．研究の方法 

(1)健康分野： 

「QOL プロモーター育成事業を介した食の安

全住民ネットワーク構築」 

現在のわが国では食の安全および食の機

能に関する情報が氾濫しており、 Food 

faddism とも言うべき憂いうる状態にある。



 

 

また、一般市民は食品を介した健康被害を防

ぐための基本的手段や情報の評価方法も提

供されず、信ずべき情報を取捨選択する道標

もないままいたずらに混乱に巻き込まれて

いる。その一方で、自然災害や新型インフル

エンザなどの流行時に備えて水や食料を各

家庭で確保しておく必要が叫ばれているに

もかかわらず、このような実際に必要な備え

が進んでいない。研究分担者が主担して実施

してきた「QOL プロモーター育成事業」の経

験と活動を通じて得た大学と住民の連携を

活用し、地域住民が科学的な知識に基づいて、

食の安心安全を確保するための地域情報ネ

ットワークモデルを構築する。また、とくに

ネットワークの中核的人材が果たすべき役

割を検討した上で、その担当者としての QOL

プロモーターを育成し、地域における波及効

果を評価することで、地域の食の安全に関す

る合理的なネットワークの有様を探求する

ことを目標とする。 

「高齢者にとって安心な食事サービスシス

テムの構築」 

 高齢者世帯の 51.2%を占める独居または、

高齢者のみの世帯では、命の源である食事を

日々確保できることは最大の安心となる。さ

らに、私たちにとって“食べる”ことは、大

きな楽しみでもあり、高齢者の QOL 維持に欠

かせない要素となる。現行の高齢者を対象と

する各自治体や NPO等による配食サービスは、

献立や提供日数、配食方法などの点で必ずし

もニーズに即しているとはいえない。そこで、

まず高齢者の食ならびに配食サービスの実

態を踏まえた知見から、個々の高齢者に適し

た食事提供システムの提案を行う。さらに、

提案システムの試行を行い、その運営を検討

する。また、平常時の食事サービスから阪

神・淡路大震災のような災害時における食事

サービスシステムの提案を行う。 

(2)環境分野 

「屋外空間における認知症高齢者の事故実

態把握とその予防」 

 認知症の脳機能に関する医学的知見がこ

の 10 年で急速に進歩し、従来ひとくくりに

認知症と呼んだ病名が、今後、アルツハイマ

ー病、血管性認知症、レビー小体型認知症、

前頭側頭葉型認知症、MCI など、脳機能の障

害に応じてより詳細に捉えられる時代にな

りつつある。本調査研究では、認知症高齢者

が外出し、まちで活動するにあたり、どのよ

うなことで不安や混乱を生じ、混乱や事故へ

結びつくのか等について、介護者の協力を得

て、在宅介護事業所に対するアンケート調査

および行動観察調査を実施し、アルツハイマ

ー病、血管性認知症、レビー小体型認知症、

前頭側頭葉型認知症、MCI等の症状ごとに 1)

屋外環境における事故実態から危険箇所を

明らかにすること、2)症状ごとの安全・安心

のための屋外空間整備の原則（事故予防策）

を導くことの２点を目的とする。 

「情報通信技術(ICT)の有効利用による防災

と安全・安心な住まいの構築」 

近年の情報通信技術(ICT)の進展により、

住まいにおける防災や安全・安心に関する状

況も変化しつつある。具体的には、地震災害

に関しては緊急地震速報の供用開始、高齢者

の安全・安心に関しては緊急通報や見守り等

のサービスが開始されているが、有効なシス

テムであっても利用者への啓蒙不足等もあ

り、様々な問題が発生している。そこで、本

研究では分担者が従来進めてきたシミュレ

ーションによる地震時の人体被災度計測手

法の開発に加えて、ICT の有効活用による住

まいの自然災害や日常災害のリスク低減を

目的として、より有効な情報コンテンツ及び

それに関連する避難行動や緊急時の対応の

指針を明らかにする。ICT はひとつの技術に



 

 

過ぎず、それのみで全てが解決できるのでは

なく、重要なのはあくまでも利用者の意識や

対応といったソフトな視点であるとの前提

にたって研究を進める。 

「大阪市を事例とした地域防災システムの

構築」 

 これまでに蓄積してきた大阪市の小学校

区および中学校区単位での地域特性に基づ

き、物的特性（建物分布など）及び人的特性

（高齢者比率や人口など）により典型的な地

域を 8－10地区程度抽出し、地域特性によっ

て説明される日常生活危険度と地震災害に

よる人的被害危険度との関連性を明らかに

する。さらに、各地域に特有の防災資源（防

災リーダーや NPO、婦人クラブ、地域福祉担

当者など）の活動が日常から非日常において

どのように役立つかを評価する。得られた結

果と、他の分担者の研究成果を統合すること

で安全・安心の評価指標を整理する。 

(3)福祉分野 

「幼老統合ケアの観点を活かした、地域にお

ける新しい「子どもの防犯モデル」の構築」 

 現在、日本全国の地域社会は、総郊外化の

波に呑み込まれ、モータリゼーションにとも

なう流動化と匿名化、さらには悪所の遍在化

によって子どもたちにとって危険な場所と化

しつつある。こうした郊外化の状況の中で放

課後、子どもたちが地域社会で安全にかつ自

由に活動したり遊んだりできる「拠点＝居場

所（要場所）」の再生が求められている。地

域における子どもの居場所の確立が困難な状

況において、たとえば福島県や群馬県の教育

委員会が中心になって推進している試み、す

なわち学校で子どもと高齢者が相互的に学ん

だ後、一緒に帰宅するという試みは注目に値

する。子どもと高齢者が一緒に下校すること

は、相互交流の機会になるとともに、子ども

たちの安全かつ自由な活動を確保する上でも、

高齢者の健康や楽しみを作り出す上でも、意

義があると考えられる。本研究では、幼老統

合ケアの観点に基づく新しい「子どもの防犯

モデル」を調査研究するとともに、研究分担

者自身も、その試みを実践することにより、

その意義を検証する。 

「地域福祉における住民の主体的参加とネッ

トワーク形成」 

 生活者の「安全・安心」を地域レベルで実

現するためのソフトの部分を担うものが地

域福祉である。そして、その前提となるもの

が、地域住民および専門職などの人的資源の

ネットワーク構築であるが、旧来のネットワ

ークや地域福祉の計画ではなく、住民レベル

での計画づくりとそれに対する主体的な参

加が必要となっている。現在、大阪市では、

「地域福祉アクションプラン」と名付けられ

た住民レベルでの取り組みを市内 24 区で展

開している。そこで、本研究では、いくつか

の区について事例研究を行い、アクションプ

ランの評価を住民参加型で試みることする。

ネットワーク構築の現状、特に、「安心・安

全マップの作成」など情報提供とネットワー

ク構築とを組みあわせた小地域単位のプロ

ジェクトの成果と可能性を検証し、住民の主

体的参加促進とネットワーク形成のための

技法・課題・解決策を抽出することを目指す。 

「「日常生活安心感」尺度の開発及びその規

定要因に関する検討」 

 「メンタルヘルス=日常生活におけるここ

ろの安定」について、第一に、日常生活安心

感尺度の開発を試みる。第二に、「日常生活

安心感」を規定する諸要因に関する研究を行

う。第三に、福祉分野との連携のなかで、そ

れぞれの活動の前後で「日常生活安心感」尺

度を使った効果測定を行う。第四に、健康、

環境分野との連携のなかで、効果測定が可能

なグループで同尺度を使った効果測定を行



 

 

う。 

(4)全体の統合化 

個別研究の成果を元に、安全性に関する総

合指標を作成し、日常から非日常へとつなが

る生活安全性評価指標及び手法の提案を行

った。なお、指標選択に当たっては、「日常

生活安心感」尺度を活用した。 

 

４．研究成果 

(1)内在的安心要素指標 

上記の手順により選別された 26 の質問項

目を用いて因子分析（主因子法、プロマック

ス回転）を行った。因子数は固有値 1以上の

基準を設け、因子負荷が 0.4 に満たない項目

や複数の因子にまたがって高い負荷を示し

た項目を削除し、最終的に最も解釈の可能性

があると判断した 13 項目で 4 因子を抽出し

た。 

 第 1因子は、家族の存在に関する内容であ

ることから、『家族の存在による安心感』因

子と命名した。第 2 因子は、友人の存在に関

する内容であることから『友人の存在による

安心感』因子と命名した。第 3因子は自分の

存在を受け入れてもらえることや相手の存

在に関する内容であることから、『存在の受

容による安心感』因子と命名した。第 4 因子

は、自身の健康に関する内容であることから、

『身体的健康感による安心感』因子と命名し

た。 

各因子に高い負荷を示した項目群の信頼

性係数（Cronbach のα係数）は、第 1 因子よ

り順に.920 /.922/.869/.768、13 項目全体で

は.906であった。共分散構造分析を行った結

果、モデルの適合度は GFI＝.922、AGFI＝.880、

CFI＝.960、RMSEA＝.078 であり、十分な適合

度が認められた。その結果のパス図を図 1 に

示す。既存の尺度との相関分析を行った結果、

有意な相関関係はみられず、基準関連妥当性

は認められなかった。 

(2)外在的安心要素指標 

 同様の手順で 25 の質問項目を用いて因子

分析（主因子法、プロマックス回転）を行っ

た。その結果、最終的に最も解釈の可能性が

あると判断した 14項目で 3因子を抽出した。 

 第 1因子は、社会的な保障が充実している

ことに関する内容から、『社会的な保障があ

ることによる安心感』因子と命名した。第 2

因子は、自分の暮らす地域における環境や治

安に関する内容から、『住まいの安全による

安心感』因子と命名した。第 3因子は、食の

安全をめぐる状況に関する内容から『食の安

全による安心感』因子と命名した。 

各因子に高い負荷を示した項目群の信頼

性係数（Cronbach のα係数）は、第 1 因子よ

り順に.940/.665/.800、14項目全体では.887

であり、第 2 因子の値が若干低いものの十分

な信頼性が認められた。共分散構造分析の結

果、モデルの適合度は、GFI＝.915、AGFI

＝.880、CFI＝.958、RMSEA＝.072 であり、こ

ちらも十分な適合度が認められた。その結果

のパス図を図 2 に示す。既存の尺度との相関

分析を行った結果、有意な相関関係はみられ

ず、基準関連妥当性は認められなかった。 

(3)まとめ 

本研究において日常生活における安心感

を測定する指標の作成を試みた。その結果、

当初想定していた通りの 4因子構造の内在的

安心要素指標、及びこちらも想定していた 3

因子構造の外在的安心要素指標を作成する

ことができた。両指標ともに信頼性、構成概

念妥当性が担保されたものとなった。しかし、

基準関連妥当性を担保することはできず今

後の課題として残すことになった。 
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